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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
「近いうち解散」から早くも1年、敗北の総括を噛みしめながら
早いもので、昨年の11月14日の党首討論で解散・総選挙が決まり、12月12日の投開票日が決まり、政権の命運をかけた総選挙に突入していったのが1年前の事だったのだ。どうしてこの時期を選択したのだ、という批判があったことは承知しているが、野田総理としては「近いうちに解散・総選挙」をすると約束していただけに、年内を超すことは考えられなかったのだろう。この解散・総選挙の決断の仕方が劇的だっただけに、案外国民の審判は野田政権に対して好意的なものになるのでは、という甘い期待を持ったことがあるのだが、如何せん民主党政権の3年3か月は、あまりにも国民からすれば統治能力を欠いた3年3か月だったのだ。いまさら、解散の時期の選択をうんぬんしても始まらないのだが、敗北のしっかりとした総括とこれからの着実な展望を見失わないよう、心から切望したいと思う。
アベノミクスに陰りが、GDP(7~9月期)の伸びが鈍化へ
　さて、14日には今年7～9月のGDPの速報値が発表された。何度も指摘しているように、このGDP速報値は正確性に欠け、その後何度も修正され、当初はプラスの成長だったものがやがてはマイナスになったり、その逆もまた度々おこるなど、あまり信頼度は高くない。また、そろそろGDPという量的な成長だけを追い求めるのではなく、幸福度だとか豊かさと言った新しい目標を目指すべきだ、という声も大きくなっており、それらの方向がやがては強くなっていくに違いない。
　そうは言っても、GDPの数値も無視しえないものがあり、その数値を点検しておく価値は大きい。今回の7~9月期の成長の中身を見てみると、年率換算で前期比1,9%増と四半期連続のプラスなのだが、その伸び率の鈍化は否めない。
個人消費(プラス0,1%)と伸び悩み、輸出（マイナス0,6%）が落ち込み、民間設備投資もわずか0,2%の伸びでしかない。比較的大きく伸びているのは、公共事業の6,5%と消費税引き上げ前の駆け込み需要が増えた民間住宅投資の2,7%ぐらいであり、アベノミクスの力強さが失われつつあることを示していると言えよう。すくなくとも、成長率を2~3%レベルにまで引き上げる力が失われており、これ以上引き上げようとしても借金をしてでも財政に依存することには限界があり、現に公共事業も資材や人手不足からこれ以上の拡大は困難視されている。まさに、1年前から続いてきたアベノミクスの勢いが確実に弱まったことを示していると言えよう。それにしても、これだけの円安でありながら、輸出がマイナスになるとは、日本経済の体質の大きな変化を痛感させられる。
　個人消費が伸びたのは、50代60代前半、株価上昇の資産効果か
　今年1~3月のGDP統計を見たとき、4,1%という高いプラス成長を示していたのだが、その時の成長を支えていたのは消費(成長の約7割以上)であった。その消費はどの世代が伸びてきたのかを内閣府の家計調査で見てみると、
　平均伸び率=2,1%　39歳以下伸び率=0,19% 40歳代伸び率=0,22%
                    50歳代伸び率=7,53% 60~64歳=7,21%　
65歳以上=－1,36% 
 であり、50~64歳までの消費の伸びが著しい。その中身は何か、というと主に自動車の購入で、株を比較的多く所有している層でもあり、株価の上昇による資産効果と、消費税引き上げ前の駆け込み需要が効いたと見られている。今時点ではすでに株価も低迷しており、資産効果も剥げ落ちたと見ていいだろう。(以上の見方については日本評論社発行の『経済セミナー』10~11月号の石弘光氏と吉川洋氏の対談を参考にした)
　吉川先生は、シルバーでイノベーションが起きることを予言
　問題はやはり第三の矢とされている成長戦略なのだが、先の対談の中で吉川先生は、シュンペーターの云うイノベーションの起こる可能性について、実に興味深い指摘をされている。そのくだりを引用すると、
　「吉川　ただ違った切り口から言うと、メジャーなプロダクト・イノベーションというときのメジャーというのは、そこに大きなストーリーがあるということだと思うんです。現在は、一つは環境(グリーン)で、もう一つが高齢化(シルバー)なわけですね。
　高齢化で日本社会は『総とっかえ』になると思うんですよ」
　　石　総とっかえ?
    吉川　自動車も交通手段も流通も、それから建物、最後は都市の形も、すべてが総とっかえされる。シュンペーターの言葉を借りれば、変化が無ければイノベーションはあまり必要ありません。だけど人口構成上、高齢者のシェアがどんどん大きくなれば、そこで必然的に社会の大きな変化が起きる。
　　ということは、シュンペーター的に言えば、イノベーションの芽がものすごくあるということでしょうね。」(前掲書23~24ページより)
　　つまり、すべての国民が直面せざるを得ない難問が、イノベーションを起こす要因になりうることを発言されているのであり、企業に減税をしたり補助金を支出したりすればイノベーションが起きるというような安直なものではないことを指摘されているのだと思う。アベノミクスの第3の矢は、残念ながら不発に終わる可能性が大きく、政府が考えてきた政策の枠外から生まれてくるのかもしれない。それを期待する以外になさそうではある。
　　ノーベル経済学賞とは何なのか、背後に経済界の魂胆が
　　こうしたマクロ経済学の動きを見るとき、日本でも優れた経済学者が出てきており、早くノーベル経済学賞を受賞するような人が出てこないのか、よくそういう質問を受けることがある。吉川先生なども、「青木・吉川モデル」と言われる独自の成長論を提起されたこともあり、おおいに有望な方の一人なのだろう。
だが、ノーベル経済学賞の選考にはなかなか問題が多く、いまでもノーベルの末裔たちが経済学賞から、ノーベルの名前を取って欲しいと要望している。というのも、ノーベル経済学賞とは、正式には「ノーベル記念経済学スウェーデン国立銀行賞」で、毎年の賞金はノーベル財団ではなくスウェーデン国立銀行が拠出している。なぜスウェーデン国立銀行がそのようなことをしたのかと言えば、スウェーデンでは労働組合が強力で、その力を背景に社会民主主義政党が政権を掌握し福祉国家を続けてきた。そこにメスを入れたいと思ったスウェーデン経済界が、自由市場を信奉する新自由主義的な経済学こそが本来の経済学であることを宣伝するためにこのような賞を設けたと言われている。
シカゴ学派が大きな影響力を持つノーベル経済学賞選考
自由市場信奉の中心にミルトン・フリードマンに代表されるシカゴ学派が、ノーベル経済学賞に深く関与してきたようで、この間の多くの受賞者の選考には、シカゴ学派の圧倒的影響力が発揮されていることは周知の事実であろう。今年のノーベル経済学賞受賞者は3人の共同受賞となったのであるが、シカゴ大学のユージン・ファーマ教授とラース・ハンセン教授、それとイェール大学のロバート・シラー教授であるが、ファーマ教授は「効率的市場仮説」の提唱者で、この説では大きなバブルの発生や崩壊は存在しないことになる。一方、シラー教授は、過去の株価と配当の長期的な関係を調べると株価の変動があまりにも高いため、効率的市場仮説は妥当ではないと指摘。また、ハンセン教授も、様々な市場で効率的市場仮説が成立しないことを統計的手法により示した。シラー教授やハンセン教授とファーマ教授とでは全く逆の理論であることに、今回の受賞に異を唱える向きがあるが、どうしてそうなったのか、関係者からの説明はなされていないようだ。ノーベル経済学賞には、このような胡散臭さを感じさせるものがあり、他のノーベル賞とはちょっと違った見方を取る必要がありそうだ。
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